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研究成果の概要（和文）：研究の目的は、日本の賃金格差の現状把握と、その労働経済学的メカニズムの追及に
あった。そして、2000 年代以降の賃金格差を再検討した結果、男女で様相が異なることを確認し、とくに男性
において、事業所間の差異が賃金格差拡大の主要因であることを指摘した。次いで、労働市場のみならず社会全
体の視点から事業所間格差を眺望したところ、いわゆる日本的雇用慣行は大きくは崩れておらず、非正社員の増
加は自営業の衰退と表裏をなしていたことまでは判明した。つまり旧来自営業が担っていたビジネス領域が会社
組織を前提とした雇用関係によって吸収され、「労働市場そのものが拡大したこと」を考慮する必要があること
を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research finds that the recent wage differentials in the Japanese labor
 markets show different trends between male and female. Especially, the wage differentials in male 
has been boosted because of expanding the disparity between establishments. Behind the change in the
 labor markets, we also find that the decline in self-employment has been accompanied with the 
increase in non-standard workers. In other words, the non-standard workers has started to cover the 
business area that had been covered by self-employment. The most important aspect in the recent 
Japanese labor market is the fact that, despite of the low fertility rate and decline in population,
 the size of 'employee' market has continued to expand. 

研究分野： 労働経済学

キーワード： 賃金格差　自営業　事業所間格差

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 所得･賃金格差拡大の動向は、経済学の
世界ではすでに 1990 年代に研究者の注目の
的となっていた。当初その原因として有力視
されたのは経済のグローバル化だったが、
様々な研究の結果、1980～90 年代の所得･賃
金格差の拡大は、最低賃金の引き下げや労働
組合の衰退など労働市場制度の変化、あるい
はICTの普及に象徴される熟練偏向的技術進
歩などによることがわかってきた。2000 年前
後までの研究のうち今日見逃すべきではな
いのは、所得･賃金格差拡大の主要因と見ら
れた労働市場の制度変化も熟練偏向的技術
進歩も、経済社会を根底から揺るがす要因と
はみなされなかった点であろう。前者は自由
主義的諸施策の結果で、当時多くの国で国民
から一定の支持を得ていたし、後者は労働生
産性を顕著に増大させてもいた。したがって、
格差の拡大が重大な社会的摩擦を引き起こ
すとは、当時は考えられなかったのである。 
 
(2) 同時期の日本における所得･賃金格差に
関する研究は、学術的にはそれほど進展しな
かった。データの制約などいくつか理由はあ
るが、最も影響が大きかったのは、1980 年代
以降の日本における所得格差の拡大が、人口
の高齢化に伴う統計的な現象に過ぎないと
されたことだろう。一般に高齢者世帯の所得
格差は他の世代に比して大きく、その増加は
全体の格差指標を増加させる。日本の 1990
年代までの所得格差の拡大はこの人口学的
変化で説明でき、必ずしも労働市場のメカニ
ズムにはよらないという見方が専門家に共
有されるようになり、それ以上研究が深化し
なかった。 
 
(3) ところが、日本における所得･賃金格差
研究が下火になった 2003 年前後を境に、賃
金格差は再び動き出し始めた。研究代表者は
「賃金構造基本統計調査」個票を用いた最近
の研究で、賃金格差の動向が 2003 年前後か
ら急速に変化した事実を、さまざまな資料上
の問題点を勘案したうえで明らかにした。具
体的には、中位点以上の高賃金稼得者の賃金
率が上昇するのと同時に、10％点前後の低賃
金層の賃金もまた上昇していたことが報告
された。したがって全体的な賃金格差が拡大
したとはいえないが、中位点から 20％点程度
の中間階層の賃金率の低下も同時に進行し
ていた点が特異的であった。これらの観察結
果は、左裾が賃金分布を底上げするのと同時
に中間より下側が低い方に崩れ、左側半分で
分布の圧縮が起こる一方、右側半分では裾が
流れ続けるという、一種の「二極化」が進展
したことを示唆している。このうち、分布の
左裾、すなわち低賃金層における賃金率の上
昇はすでに 1990 年代から観察されており、
最低賃金の上昇によって説明がつくことが、
研究代表者らの最近の実証研究によって明

らかにされている。それゆえ、近年の賃金格
差の動向を理解するには制度的要因を考慮
することが欠かせない。一方、1990 年代まで
の所得･賃金格差を説明してきた高齢化や労
働市場制度、技術進歩が、2000 年代に入って
大きく変化したとはいえない。にも関わらず、
上記のように 2000 年代の賃金格差の拡大に
は、中間階層の崩落という以前にはない特徴
があり、1990 年代とは異なるメカニズムで発
生したと考えるべきかもしれない。本研究は
以上のような先行研究に依拠したうえで、次
に述べるように日本における所得･賃金格差
をさらに検討することを目的としている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、近年の日本の所得･賃金

格差の実態を実証的に明らかにし、その経済
学的メカニズムを探究することにある。その
際、「賃金構造基本統計調査」を中心に事業
所統計の個票を複合的に用い、人的資源管理、
労使関係のあり方、雇用調整費用など、労働
需要側である事業所の特徴に焦点をあて、賃
金格差の実態と生成過程を考察する。ついで、
「就業構造基本調査」を中心に世帯統計の個
票を用い、労働供給側、とりわけ自営業世帯
の衰退が社会全体の所得格差の動向に果た
す役割について考察する。最終的には、外部
研究者の助力を仰ぎながら、社会学的･政治
学的考察を含め、所得･賃金格差に対処する
ための具体的な政策提言まで結びつけるこ
とを目標とする。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 本研究の目標である事業所間賃金格差
の動向を探るためには、まず事業所属性が賃
金水準の決定に果たす役割を明確にし、次に、
そうして決定された賃金のばらつきに対し
て事業所属性がどのように関わるかを考察
する必要がある。 
 
(2) 第一の賃金水準に対する事業所属性の
影響を調べるためには、伝統的な賃金関数に
よるアプローチが適当である。t 時点の j 企
業に勤める i 被用者の賃金を wijtとする。被
用者の属性のうちX1ijtをj企業に勤めること
によって経時的に変化するもの（たとえば勤
続年数など）、X2

it を j 企業に属することとは
独立に経時的に変化するもの（たとえば経験
年数など）、X3i を時間によって変化しないも
の（たとえば教育年数など）とする。また j
企業の属性のうち、Y1

jt を経時的に変化する
もの（たとえば全体の従業員数、場合によっ
ては人的資源管理制度など）、Y2

j を時間を通
じて一定のもの（たとえば立地など）とした
ときに、次のようなミンサー型の賃金関数を、
基本的な推定モデルとして考える（u および
εは誤差項である）。 
 



 
…(A) 

 
上記(A)式の誤差項は個人(ui)、企業(uj)、個
人と企業の組み合わせ(uij)の3つに分解され
ることが理想だが、被用者・使用者の接合パ
ネルデータが不足している日本の現状では
後に紹介するような工夫が必要だろう。とも
あれ、本研究での主眼は事業所間賃金格差に
あるので、推定されたγ1やγ2がどれほどの
説明力を有するかを統計的有意性や賃金水
準へのインパクトなどをもとに議論するこ
とが課題になる（誤差項 uに固定効果を採る
べきかランダム効果をとるべきかは、パネル
構造や Y2jとの関係によって決定する）。 
 
(3) もちろん、このとき重要なのは Y1

jtや Y2
j

にどのような変数を採るかである。本研究で
は、「賃金構造基本統計調査」の個票利用を
統計法に則って申請し、研究の中心的賃金デ
ータとして位置付ける。この統計は事業所調
査だが、そのサンプルサイズが大規模なうえ
被用者の個別賃金について詳細情報を有し、
賃金分布を研究する上で世界的にも信頼で
きるデータのひとつである。他方、事業所や
企業の情報が少ないという欠点ももつ。この
点を補うために、「賃金構造基本統計調査」
と他の政府統計が同じ「事業所･企業統計調
査」を調査名簿としていることに注目し、名
簿情報に遡ることで統計間の事業所レベル
での接合を試みる。 
 
(4)本研究では、賃金水準に影響を与える事
業所属性としてまず成果主義賃金や人的資
本の蓄積など雇用管理方法に注目する。その
ために、「雇用管理調査」（2004 年まで）、「就
労条件総合調査」、「能力開発基本調査」等の
個票利用をやはり統計法に則り申請し、「賃
金構造基本統計調査」と接続することで成果
主義的評価制度の普及などを(A)式の Y1

jt や
Y2

jとして取り上げる。なお、本研究のこの部
分についてはデンマーク･オーフス大学の
Tor Ericksson 氏を海外研究協力者として日
本に招き、共同研究の形で進める。 
 
(5)次に着目するのは労使関係のあり方であ
る。日本企業が伝統的に企業別労使関係を重
視し、賃金水準の決定や雇用の維持に大きな
役割を果たしたことはよく知られている。ま
た、日本の裁判所は労働法の適用についても
個別労使の合意を優先する姿勢を示してお
り、労使関係は日本の労働市場の機能を考え
るうえで重要な役割を担っている。その一方、
1990 年代以降の長期の不況にあっても労働
組合の組織率は低落を続け、賃金の事業所間
格差の拡大の一因となっている可能性があ
る。この点を確かめるために、本研究では「労
使コミュニケーション調査」の個票を他調査
と同様に利用申請し、「賃金構造基本統計調

査」とマッチングさせる。これによって、労
使関係の良否や労使協議制の運用などを(A)
式の Y1

jtや Y2jとして取り扱うことができる。
なお、本研究のこの部分については、米国コ
ールゲート大学の Takao Kato 氏を海外研究
協力者として日本に招聘し、共同で取り組む。 
 
(6)企業のもつ雇用調整方法の違いも賃金の
事業所間格差に影響を与えているだろう。そ
もそも、賃金格差に事業所属性が関係するこ
と自体、伝統的な労働経済学では疑問視され
てきた。もし労働市場が完全競争に近いなら
ば、賃金は人的資本の生産性によってのみ決
定され、事業所属性は影響しないからである。
近年いわゆるサーチ理論の立場から、この考
え方に一石が投じられ、労働市場での職探
し･欠員補充に時間がかかることを考慮する
と、雇用量の大きな企業は賃金をあえて高く
設定して欠員補充による摩擦を回避しよう
とすることが理論的に示された労働市場で
の摩擦や雇用調整方法から賃金格差が生じ
るというこの考え方によれば、1990 年代後半
より上昇傾向にある日本の労働力フローが
賃金の事業所間格差拡大の遠因ともなった
と考えられる。本研究では「雇用動向調査」
や「毎月勤労統計調査」をやはり統計法に基
づき個票利用申請のうえで、事業所の雇用調
整のあり方を観察し、さらに「賃金構造基本
統計調査」と接続して(A)式の Y1

jtや Y2jとし
て考察する。なお、この部分についてはフラ
ン ス 高 等 社 会 科 学 院 の Sebastien 
Lechevalier 氏を海外研究協力者として日本
に招聘し、共同で研究する。 
 
４．研究成果 
 
(1) 第 2項に示したように、本研究の目的は、
近年の日本の所得･賃金格差の実態を実証的
に明らかにし、その経済学的メカニズムを探
究することにある。そのために、第 3項にま
とめたように、政府統計の個票を事業所レベ
ルでマッチングさせ、ミンサー型賃金関数の
推定に事業所属性を取り入れることを基本
とし研究を進めた。その結果、判明したこと
を以下にまとめる。 
 
(2) 本研究の基幹となる「賃金構造基本統計
調査」の性質を、「就業構造基本調査」や「毎
月勤労統計調査」と比較することで確認した。
近年、「賃金構造基本統計調査」にはいくつ
か問題点があり、賃金格差を考察する上では
適切ではないのではないかという批判が提
起されている。第一に、被用者のサンプルプ
ロセスの問題から非正規労働者を過小捕捉
しているという点、第二に 5人未満の事業所
が除外されている点、そして第三に 2005 年
の調査票の変更に伴い統計の不連続が生ま
れているという点である。分析の結果、非正
規労働者の過小捕捉は一定程度存在するも
のの、その一部は正規労働者としてサンプル



に格納されている可能性が確認され、賃金分
布そのものに影響を及ぼすほど顕著ではな
いことがわかった。また、5 人未満事業所が
除外されることで、賃金分布の左裾が数％ポ
イント分シフトしている可能性があるもの
の、5 人未満事業所をカバーする世帯調査の
測定誤差はそれ以上に大きく、「賃金構造基
本統計調査」は利用可能な中で望ましいデー
タであることも指摘された。さらに、2005 年
改正の影響は集計値ではそれほど顕著では
ないことが確認され、全体として、「賃金構
造基本統計調査」が賃金格差を議論するため
に適切なデータであることが確認された。 
 
(3) (2)の分析を経て「賃金構造基本統計調
査」の資料上の価値を再確認した後、当該デ
ータを用いた賃金格差の動向をまとめた。そ
の結果、当初予想された通り、男性グループ
内格差の拡大が事業所間格差の拡大に起因
することが明らかにされた。 
①問題はその要因だが、まず、外国直接投資
との関連を分析したところ、外国直接投資が
日本の国内の労働市場に与えた影響は雇用
量という意味では僅少であることがわかっ
た。 
②さらに「労使コミュニケーション調査」を
用いた分析では、労使コミュニケーションに
関する労使間での意識の違いが労働生産性
に影響を及ぼすことを見出した。労使コミュ
ニケーションの差が、事業所間賃金格差を導
く動因のひとつとして確認できた。 
③また、「雇用動向調査」をあわせた分析か
らは、企業の解雇行動や企業内の昇進競争の
影響が年功賃金や賃金格差に与えた影響を
考察することで、これも事業所間賃金格差に
影響したことを見出した。 
以上のように、本研究の主題のひとつである
事業所間賃金格差をもたらした要因を、いく
つかについて明らかにすることができた。 
 
(4) 「賃金構造基本統計調査」による分析と
並行して、家計パネル調査やアンケート調査
など、多様な統計調査のデータによって、観
察される賃金格差を非金銭的雇用が保証す
る程度を検証する手法を検討し、転職者の賃
金格差の分析に応用した。具体的には、「ね
んきん定期便」を用いて新たに開発されたデ
ータセットを用いて転職時の賃金変動を考
察し、日本の労働市場における賃金格差に対
して、企業規模間の移動のもつ重要性が随時
低下してきた可能性を指摘した。 
 
(5) 事業所間格差の拡大を労働市場全体に
位置付けるために、非被用者を含んだ世帯調
査を用いた。この研究では、まず「労働力調
査」と「就業構造基本調査」を用いて 1980
年代から最近までの自営業と非正規雇用間
移動を中心としたフローデータ推定を行っ
た。その結果、日本における労働市場のフロ
ーの背後には自営業の存在と、主に女性のラ

イフサイクルの存在が重要なことがわかっ
た。前者についてはいわゆるジョブクオリテ
ィという側面から考察した結果、自営業の衰
退が必ずしも生産性の上昇を伴った労働移
動を招来せず、同様の水準の仕事を非正規雇
用に置き換えただけに終わっている可能性
が見いだされた。後者については、保育園政
策が必ずしも勤労世帯の助けになっておら
ず、それはむしろ三世代同居を通じたインフ
ォーマルな保育サービスの代替に終わって
いる可能性を指摘した。 
 
(6) この観点をさらに推し進めて考察した
ところ、いわゆる日本的雇用慣行は大きくは
崩れておらず、非正社員の増加は自営業の衰
退と表裏をなしていたことが判明した。つま
り、旧来自営業が担っていたビジネス領域が
会社組織を前提とした雇用関係によって吸
収され、「労働市場そのものが拡大したこと」
こそが事業所間格差を含めた日本の労働市
場の変化の基底を構成したと考えることが
できる。 
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